
















































1.  はじめに 









  わが国の現行の保育制度は、 需要量に対して供給量が圧倒的に不足しているという構




体を諦めている潜在的待機者は、首都圏（1 都 3 県）だけでも、24 万人(内閣府(2003))
から 27 万人程度 ( 周・大石(2003,2005)、Zhou and Oishi(2005))と推計されている。
政府試算によれば、全国的には、100 万人程度の供給不足が存在するとみられる（ 「子
どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議(2007)） 。 
  こうした状況を受けて、政府は 2008 年 2 月に「新待機児童ゼロ作戦」を策定し、10
年後までに約 100 万人の保育サービス利用児童を増加させるという目標を打ち出した。
また、新時代に対応した保育制度のあり方を検討するために、2008 年 3 月には、厚生
労働省の社会保障審議会に少子化対策特別部会（以下、少子化部会）が設けられた。こ
の少子化部会は、 「経済財政改革の基本方針 2008」が、 「保育サービスの規制改革につ
いて平成 20 年内に結論を得る」と期限を区切ったため、短期間に、実に精力的な検討
を行うことを余儀なくされた。 立場の異なる有識者やほとんどの保育関係団体を巻き込







 2  本稿は、次節（2 節）において、まず、この少子化部会・第 1 次報告の内容を簡単に
説明し、その評価と問題点の指摘を行なう。3 節では、第 1 次報告の問題点を補う改革
案として、筆者が提案する現実的な改革案を説明する。その内容は、少子化部会・第 1




2.  少子化特別部会第 1 次報告とその問題点 
(1)現行制度とその問題点 
現行制度の特徴とその背景 
少子化部会・第 1 次報告の概要を、 現行制度 （及び本改革案） と比較したものが表 1、





















                                                  












































表 1  現行制度、少子化部会・第 1 次報告、本改革案の比較 1（需要側に関する項目） 
  現行制度  少子化部会・第 1 次報告  本改革案 
























































































































 5表 2  現行制度、少子化部会・第 1 次報告、本改革案の比較 2（供給側に関する項目） 



































































































































(2)  少子化特別部会第 1 次報告の概要と問題点 
需要面の改革 
































第 1 次報告の評価と問題点 





























































1.5 割増しの人件費（運営費は 1 割増）を予想しているが、厚生労働省試算には、この
ような点が全く考慮されていない。 
こうした厚生労働省試算は、俗に公共事業で「小さく生んで大きく育てる」と言われ










（2000） を元に、 2008 年の保育単価を反映して調整した運営費を用いることにする （表
                                                  
3 100 万人の供給増に必要は保育士数は常勤換算で 30 万人程度である。 
 93 の(a)） 。厚生労働省試算で用いられている就業率上昇、保育利用率の値を用いると、
正確には、厚生労働省試算は全年齢で 106 万人の保育利用者増を見込んでいることに
なる4。年齢別の利用者増加数に、表 3(a)の年齢別運営費を 1 割増しにした金額を乗じ
たところ、 追加利用者分の運営費は 1 兆 7507 億円、 そこから保育料収入を差し引くと、
毎年１兆 4299 億円の公費負担（国+地方）が必要となることがわかった（表 4）5。つ
まり、毎年 7000 億円という数字は、極めて過少な金額であり、実際にはその倍額の 1
兆 4 千億円程度の公費財源が必要なのである。 
現在、民主党政権が進める「こども手当て」に多額の財源を必要とする中、新たに待
機児童対策だけに毎年 1 兆 4 千億円もの財源を確保できるのだろうか。また、この 1









表 3  認可保育所と認証保育所の児童一人当たり運営費 
-万円（月額）
(a)認可保育所 (b)認証保育所 (a)/(b)
0歳児 27.9 23.1 1.21
1歳児 16.5 13.6 1.21
2歳児 16.5 13.6 1.21
3歳児 8.0 6.6 1.21
4歳児 6.8 5.7 1.19
5歳児 6.8 5.7 1.19
6歳児 6.8 5.7 1.19  





注 3）106 万人の定員増を行なった場合には、運営費が 1.1 倍となると
して計算している。 
                                                  
4  この厚生労働省試算は、10 年後の値を想定しているのではなく、現在の値を使っていることが既にわか
っている。ここから考えると、厚生労働省の想定では、106 万人の供給不足は今現在、起きていると解釈
できる。 
5  なお、これは毎年の運営費分のみの金額であり、初期費用は含まれていないことに注意が必要である。 
 10 
表 4  認可保育所で 106 万人の供給増を図る場合の追加公費負担額の試算 
0歳 １-2歳 3歳 4歳以上 合計
(a)供給増加後の運営費
（万円、月額） 30.7 18.2 8.8 7.5 -
(b)認可保育所の応能保
険料額（万円、月額平均） 2.84 2.84 2.39 2.14 -
(c)利用者増加数（人） 67,793 458,787 142,783 391,109 1,060,472
(d)追加運営費（年額、億
円）[a×c] 2,497 9,992 1,508 3,511 17,507
(e)追加保険料収入額（年
額、億円）[b×c] 231 1,564 410 1,004 3,208
(f)追加公費負担額（年




3.  本稿が提案する改革案の制度設計 
(1)100 万人供給増は「新認証保育所」で実施 
  そこで、少子化部会・第 1 次報告の欠点を補い、現実的な財源規模でも実現可能な改
革案として、本稿では下記の改革案を提案したい。その骨子は、①100 万人の供給増を
「新認証保育所」で行なう、②保育料を一定の上限をつけた上で自由化して、価格によ











                                                  
6  正確には、①正規職員の保育士資格取得者が６割以上、②０・１歳児の面積基準がB型（小規模タイプの
認証保育所）で 2.5 ㎡(認可は 3.3 ㎡)となっている点のみが最低基準を下回る。ただし、平日 13 時間の開


















(2)  価格の原則自由化と価格による需給調整 
  一方、需要側の改革は、規制改革会議が以前から主張し、少子化部会・第 1 次報告に






































































































受けるので、実質的な保育料負担額は変わらない。この直接補助の単価改定も 2 年に 1
度ぐらい頻度で行なう。一方、世帯年収 500 万円以上の世帯は、所得水準が高くなる
にしたがって、直接補助金額が少なくなるように調整する。ただし、過度な負担増は政


















                                                  
7  ただし、サービスの質を反映した保育料部分は調整しないように、直接補助の金額は所得別・児童年齢
別・地域別に一定価格に固定する。 


































セットは、実際の未就学児童を持つ家庭データである。内閣府では、2008 年 9 月に、
未就学児童のいる家庭に対して大規模インターネットアンケート調査(「保育や子育て
に関するインターネット調査」(内閣府(2009))10を実施した。サンプル数は、配偶女性
の就業世帯 3,394、非就業世帯 3,184 である。このデータを、まず、子供単位に分割を
してデータセットを作成する。サンプルが就業世帯、非就業世帯をほぼ同数であるのは
そのように調査を設計したためであるが、 現実の未就学児童がいる家庭は圧倒的に非就








































量、横軸が価格となっている。推計の詳細は、補論 2 を参照。 
 
この需要曲線に対して、供給量を増やした場合の交点を計算し、均衡保育料を算出す
る。均衡保育料の算出結果は、表 5 の通りである13。例えば、(a)の 106 万人増のベー
スでは、(c)の現状の応能負担の保育料に比べて、1.2 倍から 2.0 倍程度、均衡保育料が
                                                  
11  具体的な調査票は、補論 2 を参照されたい。 
12  仮想市場法、推計方法の詳細については、補論 2 を参照されたい。 
















0歳児** 4.8 5.6 2.8
1歳児 4.7 5.6 2.8
2歳児 3.4 4.1 2.9
3歳児 3.8 4.2 2.4
4歳児 3.4 3.7 2.1
5歳児 3.0 3.4 2.2
6歳児 4.6 5.0 2.3  
注 1）*現行の認可保育所応能保育料の平均 





















図 3  利用者の保育料負担額の改革前と改革後の比較 
 
0 歳 児                 1 歳児 
    
 
 













































































































































































































その意味で、 供給曲線を導出する必要はない。 しかしながら、 新認証保育所の運営費は、
後述の公費負担を求めるために必要であるため、供給面の調査を実施した。 
具体的には、新認証保育所のモデルとなる東京都・認証保育所の現在の運営費や人件
費を求めるために、 2008 年 10 月に、 東京都の認証保育所にアンケート調査を実施した
(詳細は補論 1、鈴木(2009)を参照)。この調査を集計し、児童年齢別の運営費にしたも




証保育所保育士（常勤）の平均年収は 366.6 万円、非常勤保育士の平均時給は 966 円
となっている。 
 
表 6  認証保育所保育士の賃金及び潜在保育士の希望賃金（常勤のケース） 
単位：年収（月20日、1日8時間労働ベース、万円）
平均値 標準偏差 最小値 最大値
(a)認証保育士（常勤、有資格者） 366.6 57.0 262.2 545.0






 20表 7  認証保育所保育士の賃金及び潜在保育士の希望賃金（非常勤のケース） 
単位：時給（円）
平均値 標準偏差 最小値 最大値
(a)認証保育士（非常勤、有資格者） 966.4 160.1 675.0 1,500.0























生労働省（2008）や 2005 年の国勢調査の数字を用いている。 
障害児対策費は、保育所における障害児数の統計が存在しないため、学童保育におけ
る障害児数から想定することにした。厚生労働省「放課後児童健全育成事業(放課後児
童クラブ)の実施状況」によれば、2009 年 5 月 1 日現在で、学童保育を受けている児童
794,922 人に対して、障害児数は 7,477 人である。比率にすると 0.94％であるから、保











の「直接税収（平成 20 年度予算ベース）/家計賃金所得（平成 19 年度SNA） 」比率に
見合うように、上で求めた税収の 5 割が実際の税収となると想定した。また、サンプル
を作るに当たって、 複数児童のいる世帯があるが、 それらを名寄せして計算している16。  
 








では、認可保育所を中心に供給増を図るため、運営費17は現状の 2 兆 4800 億円から 1
兆 7500 億円（下段②）も高まり、4 兆 2300 億円にも達してしまう。保育料収入は、
現行の応能負担が維持されることから、 需要の高い人々に必ずしも利用が割当てられず、
3200 億円程度しか増加しない（下段②） 。そのため、労働供給増によって 2200 億円程
度税収が増える分を勘案しても、実公費負担は 1 兆 2100 億円も増加する（下段②） 。
繰り返しになるが、この財政負担をどう捻出できるかが、この厚生労働省案あるいは少
子化部会・第 1 次報告の非現実的な点である。 
一方、(c)本改革案と(a)現状を比較してみよう（下段③も参照） 。この場合には、運営






                                                  











(a)現状 19,400 5,400 24,800 78,300 －
(b)厚労省案（認可保育所106万人増） 33,700 8,600 42,300 80,500 －
(c)本改革案（新認証保育所106万人増） 26,600 12,800 39,400 79,700 －
(d)参考案（新認証保育所53万人増） 20,600 11,500 32,100 78,200 －
　＜差額＞
①本改革案-厚労省案（ｃ-ｂ） -7,100 4,200 -2,900 -800 -6,300
②厚労省案-現状（b-a） 14,300 3,200 17,500 2,200 12,100
③本改革案-現状（ｃ-a） 7,200 7,400 14,600 1,400 5,800
④参考案-現状（d-a） 1,200 6,100 7,300 -100 1,300 




























し引いた実公費負担は 5800 億円であり、厚生労働省案の半分以下の金額である。 
また、(d)参考案の 53 万人供給増のケースでは、下段④にみるように、税収を引いた




んと 7100 億円もの節約が本改革案で達成されることがわかる。 その内訳は、 運営費19で





6. 結 語  
  本稿では、現在、改革論議が大詰めを迎えている保育制度改革について、経済学の観
点から、問題点を整理し、現実的な制度設計について考察した。厚生労働省の社会保障




                                                                                                                                                  
 
























19  このうち、本改革案にだけ発生する障害児対策費は、106 万人供給増のケースで 145 億円、53 万人供給
増のケースで 72 億円である。 
 24調整の仕組みが欠落するなど、 制度設計上の致命的問題点を抱えている。 これに対して、
本稿が示した改革案は、①「新認証保育所」による供給増、②原則価格自由化による需
給調整、③利用者への直接補助による弱者対策、応能負担の維持を提案しており、少子
化部会・第 1 次報告を補う現実的な改革案である。また、100 万人の保育利用者増を骨
子とする新待機児童ゼロ作戦を達成するための公費財源は、 厚生労働省が想定する認可
保育所による供給増では、 毎年約 1 兆 4 千億円の金額が必要と見込まれるが、 本改革案






































厚生労働省(2008)「保育所の状況（平成 20 年 4 月 1 日）等について」 
(http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/08/h0828-1.html) 











究』Vol.44, No.1, pp.41-58 











   (http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/publication/2009/0619/item090619_01.pdf) 
福田素生(2000)「保育サービスの供給について－費用面からの検討を中心に」『季刊社




点から～」 『日本経済研究』第 53 巻, pp 194-220 
Noguchi,H, S,Shimizutani and W.Suzuki(2008) “Nonprofit Wage Premium in the Japanese 
Child Care Market: Evidence from Employer-Employee Matched Data” Applied 
Economics Letters, Vol.15, No.14, pp. 1089-1092 
Zhou,Y and A. Oishi (2005) "Underlying Demand for Licensed Childcare Services in Urban 




























 27補論 1  東京都・認証保育所調査(2008 年)について 
(1)調査実施時期･･･2008 年 10 月 
(2)調査対象･･･東京都及び東京都認証保育所協会、日本こども育成協議会の協力のもと、
両協会のどちらかに加盟する東京都・認証保育所。 
(3)調査方法･･･郵送によるアンケート調査。送付総数 410 施設のうち、215 の施設から
回答を得た。調査票は保育所の運営状況に関する事柄のほか、保育所内の全保育士







補論 2  仮想市場法による新認証保育所への需要曲線の推計について 
仮想市場法による保育需要の導出 
ここでは、本文図 2 の需要曲線の導出及び推計結果について報告する。仮想市場法の
一種である WTP（Willingness  to  pay、支払意思額）では、対象者に対して具体的に「対
象物に対して最小でいくら支払っても良いか」の金額を表明させる手法である。保育の
分野における WTP の活用は、Zhou  and  Oishi(2005)、周・大石（2003）、周・大石（2005）
によって始めて導入され、その後、内閣府（2003）、八代・鈴木・白石(2006)などでも
用いられている。WTP における初期の論文では、直接その金額を対象者に提示させると































4） 保育時間は 13 時間以上利用可能 
5） 保育所が自宅から徒歩 15 分以内にある 
















(例えば、０歳児・１歳児の一人当たり基準面積 3.3ｍ²  は 2.5ｍ²  でも可とします。 
保育従事者は、認可保育所と同様の配置基準ですが、資格を持つ保育士は 6 割以上でも可とします。） 
 
・ 運営主体は株式会社など多様な民間業者が中心です。 
（（財）東京都高齢者研究・福祉振興財団 HP「認証保育所制度について」等より転載)   
   
 
 29 
問  この保育園の保育料が月額 4 万円であった場合、あなたはこ
の保育園を利用しますか。 
1 利用する→付問１へ              2 利用しない→付問 3 へ 
付問 1 この保育園の保育料が月額 6 万円であった場合、あなたは
この保育園を利用しますか。       
    
  1 利用する（  最高いくらまで支払いますか    円 ）     
  2 利用しない→付問 2 へ 
付問 2  それでは、 保育料月額 5 万円ならこの保育園を利用します
か？  
  1 利用する                  2 利用しない 
付問 3  それでは、 保育料月額 2 万円ならこの保育園を利用します
か？  
  1 利用する→付問 4 へ          2 利用しない→付問 5 へ 
付問 4  それでは、 保育料月額 3 万円ならこの保育園を利用します
か？  
 1   利 用 す る           2   利 用 し な い  
付問 5  それでは、保育料月額 5000 円ならこの保育園を利用しま
すか？  
  1 利用する→付問 6 へ 
  2 利用しない（  最高いくらまでなら支払いますか    円 ）  
付問 6  それでは、 保育料月額 1 万円ならこの保育園を利用します
か？  
 1   利 用 す る           2   利 用 し な い  
 
 
補論 2 図 1  樹形図 
 
                       Yes---いくらまで？[6 万円またはそれ以上確定] 
 
         Yes--6 万円?                  Yes---[5 万円以上 6 万円未満確定] 
                       No---5 万円? 
                                    
No---[4 万円以上 5 万円未満確定] 
4 万円? 
                                      Yes---[3 万円以上 4 万円未満確定] 
 
                       Yes--3 万円?   
         No--2 万円?                   No---[2 万円以上 3 万円未満確定] 
                        
                                       
                                       Yes---[1 万円以上 2 万円未満確定] 
                                   Yes--1 万円? 





（栗山 (1997)、寺脇([2002])。回答者の間接効用関数 V が以下のように観察可能な部
分 W と観察不可能な部分 ε に分かれると仮定し、次のように設定する。 
 
















される効用の大小関係V(1 , yi-Bi; xi)> V(0, yi; xi)が成立すれば、YESと答えること
となる。 
 
回答者が YES と答える確率は、 
 
  Pr[YES]=Pr[V(1 , yi-Bi; xi)> V(0, yi; xi)] 
=Pr[W(1 , yi-Bi; xi) +  
1







i ε i=W(1 , yi-Bi; xi)－W(0, yi; xi)） 
 
ガンベル分布の分布関数 exp[exp(-η)]を用いて展開すると、 
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YはYESの時、NはNOの時を示している。最尤推定量θ
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  推定結果は、各児童年齢別の推定結果が、補論 2 図 2 に示されている通りである。各
パラメータ（A0、B0）は、 （4）式の a,b に対応している。 
 
補論 2 図 2  児童年齢別の需要曲線とその推定結果 
 
0 歳                   1 歳  
+---------------------------------------------+
| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:00:14PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             3754     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        8162.973     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    16325.95     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+---------------------------------------------+
+---------+--------------+----------------+--------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|>z] |
+---------+--------------+----------------+--------+--
A0 22.28598 0.287192 77.6 0
B0 2.169972 0.029676 73.122 0
    WTP_MEDI=  .28858771941540720D+05
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+---------------------------------------------+
| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:31:53PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             3432     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        7427.268     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    14854.54     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+---------------------------------------------+
+---------+--------------+----------------+--------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|>z] |
+---------+--------------+----------------+--------+--
A0 21.04143 0.295048 71.315 0
B0 2.06651 0.030874 66.934 0
    WTP_MEDI=  .26426172574804560D+05
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2 歳                3 歳  
+---------------------------------------------+
| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:35:35PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             3274     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        7134.361     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    14268.72     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+---------------------------------------------+
+---------+--------------+----------------+--------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|>z] |
+---------+--------------+----------------+--------+--
A0 19.34203 0.304814 63.455 0
B0 1.916433 0.032249 59.427 0
    WTP_MEDI=  .24166509168547290D+05
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| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:40:03PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             3623     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        7725.236     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    15450.47     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+---------------------------------------------+
+---------+--------------+----------------+--------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|>z] |
+---------+--------------+----------------+--------+--
A0 20.77812 0.300334 69.183 0
B0 2.059222 0.031779 64.798 0
    WTP_MEDI=  .24107536536007400D+05
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4 歳            5 歳            6 歳  
+--------------------------------------------
| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:44:03PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             3570     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        7548.227     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    15096.45     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+--------------------------------------------
+---------+--------------+----------------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|
+---------+--------------+----------------+--
A0 19.95896 0.30549 65.334 0
B0 1.992575 0.0326 61.123 0
    WTP_MEDI=  .22396579408461670D+05
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| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:47:20PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             3531     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        7485.164     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    14970.33     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+---------------------------------------------+
+---------+--------------+----------------+--------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|>z] |
+---------+--------------+----------------+--------+--
A0 19.17255 0.303086 63.258 0
B0 1.919628 0.032368 59.307 0
    WTP_MEDI=  .21755762462291320D+05
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| User Defined Optimization                   |
| Maximum Likelihood Estimates                |
| Model estimated: Dec 20, 2008 at 05:51:05PM.|
| Dependent variable             Function     |
| Weighting variable                 None     |
| Number of observations             2476     |
| Iterations completed                  8     |
| Log likelihood function        5220.300     |
| Restricted log likelihood      .0000000     |
| Chi squared                    10440.60     |
| Degrees of freedom                    2     |
| Prob[ChiSqd > value] =         .0000000     |
+---------------------------------------------+
+---------+--------------+----------------+--------+--
|Variable | Coefficient  | Standard Error |b/St.Er.|P[|Z|>z] |
+---------+--------------+----------------+--------+--
A0 18.77565 0.369376 50.831 0
B0 1.888217 0.039916 47.305 0
    WTP_MEDI=  .20818302561848910D+05
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 33補論 3  潜在的保育士アンケートの調査結果概要（株式会社パソナ調査分）について 
 
















1.  働く⇒問 2 へ      2.  働かない⇒問 4 へ 
3.  時給がいくらであっても、 臨時保育士やパートタイム保育士は希望しない⇒問 6 へ 
 
問 2  それでは、時給 800 円ならば働きますか 
1.  働く⇒それでは最低いくら以上ならば働きますか？ （時給          円） ⇒記入後
問6へ  
2.  働かない⇒問 3 へ 
 
問 3  それでは、時給 900 円ならば働きますか 
1.  働く⇒問 6 へ      2.  働かない⇒問 6 へ 
 
問 4  それでは、時給 1200 円ならば働きますか 
1.  働く⇒問 5 へ       
2.  働かない⇒最低いくら以上ならば働きますか？ （時給            円） ⇒記入後問
6へ  
 
問 5  それでは、時給 1100 円ならば働きますか 
1.  働く⇒問 6 へ       
2.  働かない⇒問 6 へ 
 
 
 34補論 4  潜在的保育士アンケートの調査結果概要（NPO ポピンズ調査分）について 
 
(1)調査実施日･･･第 1 回：平成 20 年 6 月 7、8 日、第 2 回：平成 20 年 7 月 8 日、第 3
回：平成 20 年 8 月 3 日 
(2)調査対象･･･NPO 法人ポピンズが主催した潜在的保育士を対象にした研修会に参加
した人々。 
(3)調査方法･･･第 1 回から 3 回までの研修会において、対象者に対して、アンケート回
答を依頼、BOX を設置して、研修終了後に回収した。回収数及び配布数（研修参加
者数）は、第 1 回：回収 80 通（配布 84 通） 、第 2 回 40 通（43 通） 、第 3 回 34 通
（36 通）で、合計 154 通（163 通） 。分析は、そのうち、保育士資格及び資格要件
を持つ 135 サンプルに対して行なった。就労する場合の条件については、仮想市場
法（CVM: Contingent Valuation Method）による調査を行なった。 
(4)調査概要・・・鈴木(2008b) 
(5)調査票･･･補論 4 と同様。 
 
 
 
 35